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研究成果の概要（和文）：本研究は、インドの代表的な低開発地域として、2つの山岳州、ウッ

タラーカンド州とヒマーチャル・プラデーシュ州をとりあげ、近年の社会経済的変動と今後の

発展の可能性を検討した。これらの地域では、経済自由化後、工業化や観光開発により急速な

経済の成長が認められる。工業開発は中央政府の工業政策によるところが大きいが、その効果

は平原部に限られている。他方、山岳地域では観光産業の誘致に成功しているが、その雇用量

は大きくない。その結果、州内の格差が拡大する動きがみられる点が注意を要する。 
 
研究成果の概要（英文）：This study examined recent socio-economic development and future 
prospect in Uttrakhand and Himachal Pradesh, which are typical underdeveloped states in 
India. These regions have accomplished the rapid economic growth mainly based on 
industrialization and tourism development after the economic liberalization. As for the 
industrial development, industrial policies of the central government for northern 
mountain states plays a crucial role, though its effects are limited to plain areas. 
On the other hand, mountainous areas have attracted tourism industries which employment 
is not sufficient. We should pay attention to increasing internal disparities in the 
states. 
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１．研究開始当初の背景 
 近年、インドはグローバル化の中で急速な
経済成長をとげている。このようなインドの
発展は、世界的に高く評価され、多くの注目
を浴びるようになった。しかし、そこにいく
つかの問題が存することも事実である。特に
本研究が注目するのは、社会階層間や地域間

の大きな格差と、それらの拡大である。この
うち後者は、地域主義的傾向が強く、独立後
長く地域間の均衡政策を重視してきたインド
にとって、国家の存立にも関わる重大問題と
言えよう。 
 経済自由化後のインドの地域格差について
は，州を単位とした全国スケールでの定量的
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な研究が活発に行われてきた。そこでは、経
済自由化後も地域間の格差が拡大を続けてい
ることが指摘されている。富める州はいよい
よ豊かになり、貧しい州は停滞を余儀なくさ
れている。しかし、ここで問題となるのは、
政府の国土周辺部の貧しい州への政策と地域
の開発戦略である。このような点については
未だ包括的な検討が行われていない。我々は、
科学研究費による共同研究プロジェクト「グ
ローバリゼーション下のインドにおける国土
空間構造の変動と国内周辺部問題」（平成
17-19 年度）において、国内周辺部の動向把
握を行い、2000 年代に入り北部山岳州に対し
インド政府が税の減免を中心とした「新工業
化政策」を用意し、州政府もこれに対応した
開発戦略を実行に移した結果、巨大な工業空
間が山麓部に出現しつつあることを確認した。
これは、国内周辺部開発への新たな挑戦とも
言え、周辺性の強かったこの地域に大きな変
貌を迫るものである。それゆえ、その開発の
実態を把握し評価を行うことは、現代インド
の地域格差問題を追究する研究にとって緊要
の課題となる。 
２．研究の目的 

本研究では、インドの国内周辺部である山
岳州を対象に、開発戦略の展開とそれにとも
なう地域の変動を把握し、それらの評価を短
期的な経済効果のみならず持続的発展とも関
連づけて行うことを目的とする。インドの経
済発展の中で国内周辺部がどのような変貌を
とげているのか、それが国、州の開発戦略と
いかなる関連をもつか、その結果、従属的な
経済構造がどのように克服されているのかが
大きな検討課題となる。また研究の枠組とし
ては、再編成の過程を構造的に把握しうる「周
辺地域」論を採用する。具体的には，地域開
発を主導する国および州政府の開発戦略を把
握したうえで、開発に伴う基軸産業の発展と
その波及効果、および産業発展による労働市
場の展開と労働力移動を解明し、最後に村落
レベルの調査により、このような開発の影響
の下での地域の社会経済的な再編成、土地資
源利用や自然生態系の変化など地域構造の変
化を多面的に明らかにし、より長期的な持続
的発展の観点からも開発戦略の評価を行う。
調査地域は、インド北部に広がるヒマラヤ山
岳地域の２州、ウッタラカンド州とヒマーチ
ャル・プラデーシュ州である。 
 
３．研究の方法 
 本研究は 3年間のプロジェクトである。初
年度（平成 20 年度）は、中央政府および州
政府における資料・統計の収集・分析により
２つの山岳州の開発戦略と産業構造変化の解
明に努めるとともに、次年度以降の本調査の
ために、調査対象地の選択、現地研究者との
打ち合わせなどの予備調査を行う。平成 21

年度と 22 年度には、ウッタラカンド州とヒ
マーチャル・プラデーシュ州についてそれぞ
れ本調査を行う。この調査は、両年とも、山
麓部を中心とした開発戦略の実態調査と山岳
地域の農村調査に分かれて行い、約 1ヶ月の
フィールドワークを実施する。 
 本研究では、国土周辺部の構造変化に関わ
る重要事項について、それらを専門とする研
究者を分担者として組織している。すなわち、
工業開発の動向，先端的産業の動向、都市化
と住宅開発の進展、リゾート開発の展開と農
村変化、農業生産の発展，人的資源開発と労
働力移動について研究し、地域の変動を構造
的に捉える。詳しくは次の通りである。（１）
工業立地の展開と波及効果を明らかにする。
国および２州の工業開発政策を把握するとと
もに、２州内の工業立地、さらに工業発展の
基礎となる産業集積の形成状況を把握する。
（２）先端的産業の立地環境と人的資源を明
らかにする。IT 産業、医薬品産業などの立地
の全国的動向を把握するとともに、２州内の
立地状況とそれらに関わる人的資源開発につ
いて分析する。（３）住宅開発を中心とした
都市化を明らかにする。２州の都市化動向を
把握するとともに、工業開発に伴う住宅開発
の計画および実施状況を明らかにする。（４）
人的資源開発と労働力移動を明らかにする。
工業開発の基礎となる人的資源開発と労働力
移動の実態を 2州について把握する。工業労
働市場に関わる産業訓練校について概況を把
握するとともに、労働力移動に関するセンサ
ス統計を収集して分析する。 
（５）リゾート開発と村落社会への影響を明
らかにする。経済自由化以後急増している２
州における観光開発、リゾート開発の進展状
況とその特徴について把握する。（６）商業
的農業の展開と村落社会への影響を明らかに
する。２州において急速に進行している商業
的農業展開の概要を，産地の分布と特徴，出
荷先の農産物市場から把握する。 
 
４．研究成果 
 本研究は、インドの代表的な国内周辺部と
して北部の 2つの山岳州、ウッタラカンド州
とヒマーチャル・プラデーシュ州をとりあげ、
低開発地域の社会経済的変動と今後の発展の
可能性を実証的に明らかにすることを目的と
して実施した。 
 その結果判明したことは以下の通りである。
インドの近年の経済成長の中でこれら山岳州
においても工業化や観光開発により経済の急
成長が認められる。両州ともに工業化の進展
が特に大きな役割を果たしているが、これは
中央政府の北部山岳州向け工業政策とデリー
大都市圏への近接性による。ただし、その効
果は専ら山麓の平原部に限られている点が重
要である。これに対し山岳地域に影響を与え



ているのは、観光開発の進展であり、ホテル
等の宿泊施設が急増している。リゾートなど
では州外資本によるものが目立つが、一部に
地元資本によるものもあり、中には農家が経
営する施設も出現している。このことから観
光開発の波及効果は広い範囲に及んでいると
いえよう。しかし、このような経済発展の中
で、州内の格差が拡大する動きがみられるこ
とは注意を要する。持続的な発展という点で
は問題がある動きであり、開発政策の再検討
の必要性も示唆される。 
 二つの州の間には発展パターンの違いもあ
る。特に山岳地域の農業部門の発展において
は両州に大きな差があるので、このような差
異が、いかなる要因によるのか、今後追求す
る必要がある。そしてインド経済全体の中で
のこの地域の位置づけも今後の課題となる。   
 以上のように、近年のインド経済発展の下
での地方の動向を総合的に検討したものは他
になく、貴重な成果といえる。それゆえ、本
研究の成果は近いうちに図書として刊行の予
定である。 
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